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熟議をめぐる政治と政策
―政治家の経験を踏まえて
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慶應義塾大学政策・メディア研究科教授
鈴木　寛
　みなさんこんにちは、ご紹介にあずかりました鈴木寛です。今日はまず千葉
大学公共学会の設立おめでとうございます。その記念すべき講演会に私をお招
きいただきましてありがとうございます。今日いただいたテーマは熟議をめぐ
る政治と政策ということです。今、小林先生からご紹介をいただきましたよう
に私は 12 年間東京都選出の国会議員を務め、また文部科学副大臣も務めさせ
ていただきました。私の自己紹介の補足をさせていただきますと、元々は法学
部で労働法のゼミ、1-2 年生の頃は政治学のゼミにいましたが、いったんは国
家公務員通商産業省の役人になりました。
　しかし私は初代脱藩官僚でして、通商産業省を辞めまして慶應大学の湘南藤
沢キャンパスの教員（助教授）になりました。その前も中央大学の総合政策学
部で兼任講師などをやりながら役人から学の世界に入り、そうこうしているう
ちにいろいろなご縁があり、参議院議員に出馬することになりました。そして
ご存知の方もいると思いますが 2013 年の選挙に三度目の挑戦をしましたが、幸
か不幸か、幸の方が大きかった気がしますが、落選しました。そこで政治の世
界からは足を洗いまた今アカデミアの世界に戻ってきたということです。しか
しこの 12 年間の内部参与観察は非常に有意義な参画であったと思っています。
熟議のさまざまな取り組み
　前置きはこのくらいにして、私は今、小林先生や倉阪先生からお話がありま
したように、熟議民主主義あるいはその熟議民主主義を具体的な社会問題の解
決にどのように応用・適応できるかということをやってきました。例えば慶應
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の助教授のときに、今も慶應大学の藤沢キャンパスに戻っていますが、藤沢市
民電子会議室というものを立ち上げ、ネットにおける熟議と face to face の熟
議を重ね合わせ、藤沢市のさまざまな課題に対する合意形成あるいはその前
提となる熟議の空間を作ることや、2000 年に教育改革国民会議がありました。
一緒に仕事をしていました金子郁容教授が私とコミュニティ・スクールという
構想を掲げていましたが、そういったこともあり内閣首相の諮問機関である教
育改革国民会議のメンバーになりました。単に審議会の片棒を担ぐことではつ
まらないので、何か実質的に現場から何らかの政策提言ができないだろうかと
いうことを考え、教育改革会議と並行して私たちが自発的にネット空間に教育
改革ラウンジというサーバーの言論空間を作り、これはオープンな空間で、そ
こに全国のさまざまな人たちが入ってきていろいろな議論を深め、そこでの議
論を吸い上げて本体の教育改革会議に繋げていくという試みなどを行いました。
熟議民主主義というコンセプト自体は決して新しいものではありません。しか
し、私たちは従来のさまざまな言論空間に加えて、インターネットに基づいた
新しい言論空間を得ているわけです。それを掛け合わせると熟議民主主義の可
能性、適応範囲がどのように広がりあるいは変容するのかということを 1995
～ 1996 年頃から 20 年間くらいやってきました。
　SFC（編集注：慶應義塾大学湘南藤沢キャンパス）の頃からもいろいろとそ
のような実験をしていたので、国会議員になってもそのような知恵、あるいは
人的ネットワークを活かしてなんとか日本の政策決定プロセスにそうした熟議
的要素を入れられないかと常に考えていました。私が文部科学副大臣になった
ので、早速そうしたさまざまな試みを行いました。今日はその試み、またそれ
は途中で挫折することになりますが、その様子についてお話したいと思ってい
ます。
なぜ熟議が必要か？
　改めて今の日本の社会の意思形成、政策形成にはデリバレーションが必要だ
と私は思っています。その理由についていくつか申し上げたいと思います。
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　私から見ると日本の現代政治はマス・メディアに完全に席巻されていると申
し上げて過言ではないと思います。よくメディアは第四の権力という言い方が
されますが、実態は第一の権力と言っても過言ではないと私は感じます。その
ようにマスメディアに席巻されてしまった現代日本政治ですが、本来政治や政
策は具体的にさまざまな現場で起こっている問題の解決・改善に繋がることが、
あるべき論としては望ましいわけです。また政府という機能、あるいはそれを
取り巻く政治・政策という機能が統治の主体として一定程度市民・国民社会か
ら必要な存在として、民主主義権威として信頼されているからこそ、そういっ
たガバナンスが成立するわけですが、貧困や東北や福島でもさまざまな問題を
抱えていますが、課題を抱えている人からすると、日本の統治システムは何も
問題を解決してくれないという絶望、これは野党や与党の問題を言っているわ
けではありません。与野党等を含めまさに永田町を中心とした政策主体がそう
した信頼を失っていると痛感します。
　今日私は現代日本政治に問題を絞っていますが、この現象は決して日本だけ
ではありません。アメリカにおいてもあるいはヨーロッパにおいても。イギリ
スあるいは北欧は比較的民主主義が機能しているように思いますが、フランス
にしてもイタリアにしてもあるいはアメリカにしても、今の民主主義システム
が個別の問題を抱えた具体的な市民から信頼を失っているという状況は多かれ
少なかれ散見していると思います。例えば 1990 年代の後半 2000 年の少し前
にハーバード大学のジョセフ・ナイが中心となってなぜ政府が信頼されないの
かという研究をしていて、翻訳本が 2007 ～ 2008 年に出ていますのでぜひ見
ていただければと思いますが、それを読むとほとんど日本と同じような問題意
識、要するに政治家は選挙目当てであるいはメディアは視聴率ばかり稼いでい
るということが赤裸々に書かれていて、この問題は多くの先進的な民主主義国
に共通して見られる状況であると思います。
公共の担い手を育てる
　ただ、そのような政治状況に日本の場合は特に穏当なマジョリティと有為な
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人材は、本当はこの公共空間に必要であると先ほどの倉阪先生のお話にもあり
ました。この授業も、この公共空間に若い有為な人材が公共の担い手として職
業としてであれ市民としてであれ活躍してほしいという思いで教育をしている
と思います。また私も今、東京大学では公共政策大学院というところにいます
ので、そのようなことを期待しますが、有為でまともな人であればあるほど今
の政治状況から引いてしまいます。現在、アカデミアに戻り私もいろいろな大
学生と付き合っていますが、世の中のことを考え、公共のことを考え、公共善・
共通善を一生懸命作ろうとそのような問題意識を持った学生は、例えば教育ボ
ランティアや環境あるいは福祉の分野では本当に大勢います。本当に素晴らし
いと思いますが、相対的に言うと政治家志望の学生は、私などでも引いてしま
う学生が少なくありません。政治というものを非常に誤解しているのではない
か、逆に言うと 19 世紀あるいは 20 世紀のいわゆる日本型政治を政治と称し、
それを何か真似することが政治であるという学生が政治家志望です。この点
は非常に残念で、今日冒頭でおっしゃられましたように、われわれは 19 ～ 20
世紀の政治をイノベーションして 21世紀本来の、まさに今日冒頭におっしゃっ
た、どうあるべきかということを議論してそれをバックキャスティングしてい
く、今までの 20 世紀型のいわゆる政官公の癒着構造の中で私益をむさぼる延
長線の政治を乗り越えて、新しい政治を作りたいと思っているにもかかわらず、
もちろん例外はありますし、真摯に考えている方もいらっしゃいますが、その
ようなことが見て取れます。
　私は、20 代の方に議員などになることについては個人的には勧めていませ
ん。やはり 20 代はそれぞれのさまざまな現場、それがどんな現場でもいいと
思いますが、具体的な問題の現場に向き合って、そしてその現場におけるさま
ざまなジレンマあるいは葛藤、矛盾、トレード、そのような具体的な状況の中
で、板ばさみ経験をした上で現場の関係当事者による努力を重ね、そして現場
の自治によって問題解決に一生懸命取り組んで、ある程度いろいろな成功や失
敗を重ね、なお現場では解決のつかない問題があって、それがいわゆる国の政
治や県の政治、市の政治に頼らざるをえないということを体験した後に、政治
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に参画することは悪くないと思っています。そのような状況を経た後に、ぜひ
政治家を目指していただくのは大いに結構なことだと思っていますが、そのよ
うな中でこの政治の空洞化が加速しているということを痛感しています。
コミュニケーション不全が生む社会問題
　もうひとつ少し視点を変えてみると、今の社会の課題が 20 世紀の課題とか
なり変容していると思います。つまり 20 世紀は社会資源、社会資源とは人・物・
金、そのようなものですが、物質的な価値に裏付けられたもの、そういった社
会資源の不足。国全体として不足している場合もあるし、国全体・社会全体と
しては足りてきたがその一部において社会資源が不足している地域やあるいは
そのようなグループ・集団・階層があります。そこに対して政府が社会資源を
調達してきてそしてそれを再配分する、あるいは分配するということで多くの
20 世紀の課題は解決されたし、政府の課題あるいは公の課題はそのようなこ
とによって解決・改善されたと思います。
　しかし、今われわれの現代社会が抱えている問題はそうした物質的な価値に
裏付けられた社会資源の不足ももちろんあり、貧困の問題等々社会資源不足が
非常に重要な問題があります。だが、それだけではなくむしろコミュニケー
ション不全というものがその根っこにあるものが増えてきているように思いま
す。20 世紀型の問題がなくなったというつもりは全くありませんが、そうし
た要素が増えてきている。
　もう少し具体的に言うと、例えば私は教育政策をずっとやってきましたが、
例えばいじめの問題、いじめの解決に教員数を増やすことは明らかに有用・有
効です。しかしいじめ対策予算を倍にしたらいじめが半分に減るかというと、
そのような単純な話ではありません。今日お話しますコミュニティ・スクール
という構想・実践があります。これは決して予算が増えるとか教員の数が増え
るという話では全くありませんが、コミュニティ・スクールというのは公立の
小学校中学校、一部高校もありますが、地域住民、学生こうした人たちが教育
ボランティアというかたちでガバナンスにも入るし実際のボランティアもする
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という、まさに公共によって官立学校から地域立学校、公共による学校運営を
目指すということです。このようなことをするといじめに関しても非常にポジ
ティブな効果があります。例えば、いじめは社会資源の不足というよりもコミュ
ニケーション不全です。もちろんその背景に貧困がある場合もありますが、非
常に経済的に恵まれた子弟だけが集まる私立小学校においてもいじめの問題は
あります。それはコミュニケーション不足の問題です。
　あるいは最近の社会問題で「無縁社会」という言葉があります。NHK スペ
シャルでそのような番組がありました。無縁社会あるいは独居老人、孤立の
問題があります。また大企業の社員の 3 割が前鬱状態という指摘があります。
ここはいろいろな調査の精度にばらつきがあるので、数字を鵜呑みにはできま
せんが、しかしながら、企業の健康保険組合の支出項目の最大の項目は精神疾
患です。これはまさに数字で客観的に出せますから、そうすると企業における
こうした鬱病、前鬱状況はまさにコミュニケーション不全です。わが国もさま
ざまな課題はありますが、諸外国に比して、又、30 年前、40 年前に比べて賃
金水準はどうなったか、40 年前に比べれば賃金水準は上がっている、20 年前
とは変わらないという説はありますが、上がっています。そうするといわゆる
社会資源の不足は解決、あるいは改善しているかもしれないが、しかし人と人、
人と社会、人と会社においてコミュニケーション不全が問題となって不幸な感
覚は増えている。子供の世界や政治の世界、高齢者の世界あらゆる年代におい
てこういったコミュニケーション不全を原因にした問題が非常に増えています。
逆に言うと、こういった問題に対する解決法をなかなか見出しづらい中で社会
の不安あるいは不満が溜まってきている。公共政策がこういった課題に対して
どのようなアプローチをしていくのかということもきちんと考えていかなくて
はいけないということです。
「公共」による問題の解決
　こうしたことを受けて、私は、まず現場主導が非常に大事だと思います。現
場における個別具体的な課題解決をしっかり志向した非制度的な次元からの熟
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議の活性、普及を通じてコミュニケーション不全の改善に資するコミュニティ
ソリューション（コミュニティによる問題解決）の視点が大事になる。私の
立場は政府による問題解決（ガバナンスソリューション）、それから市場によ
る解決（マーケットソリューション）、この二つの限界を補完するのがコミュ
ニティソリューションです。私はガバナンスソリューションもマーケットソ
リューションも全面否定する立場ではありません。そうしたものの意義・存在
を一定程度認めつつもコミュニティソリューションという三つ目のソリュー
ションを加えて、第一番目、第二番目、第三番目をそれぞれの問題の性格に応
じてベストミックスしていくというガバナンスが必要ではないかと思っていま
す。そのようなことを通じて公共を再構築する必要があるのではないかと思っ
ています。
　そうした今の日本を中心とするいわゆるガバナンスの不全、だから熟議をし
て公共を作り直すことが必要だと思っているわけですが、ではそのようなこと
に対して今までどのようなアプローチを社会思想が行ってきたかですが、こう
した問題に対してわが国において最も積極的に貢献し続けてこられたのが千
葉大学です。公共哲学センターを 2003 年にお作りになって、そして小林先生、
倉阪先生を中心とする積み重ねが、みなさんご存知のマイケル・サンデルとの
協働に繋がったわけです。さすがにみなさんマイケル・サンデルは知っている
と思いますが、この小林先生がいなければマイケル・サンデルブームは起こら
なかった。白熱教室の前史としてまさに千葉大学あるいは小林先生とマイケル・
サンデルとの非常に深い信頼関係と積み重ねがあって繋がっているということ
には、本当に心から敬意を表したいと思います。またそのような流れで今日の
公共学会という新しいステージを迎えることができたのだと思いますので、私
も本当に嬉しく思います。
　2009 年に私が文部科学副大臣になった当時、松井孝治官房副長官も「新し
い公共」ということを言っていました。熟議や新しい公共など、それまでの延
長線の政治あるいはガバナンスではなく、新しい政治ガバナンスを作りたいと
いうことを考えました。そのベースとなる基礎的・基本的な議論・理念として
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公共哲学をしっかりと置いて・据えて、それを勉強しながら新しい実践をして
いこうと。小林先生と私の関係は、小林先生は基礎から応用をやっておられる、
基礎研究においても非常に大変な成果を収めていらっしゃいます。一方、私は
医学で言えば臨床医学のところをやっています。まさに基礎研究・基礎医学か
ら出てきたさまざまな知恵あるいはエッセンスあるいはインスピレーションを
具体的な臨床結果、政治臨床の現場に、あるいは政策の臨床の現場に応用・適
応していくときにどのようになるかということを考えるパートと考えていただ
ければ結構です。
　そのまさに基礎的理論を踏まえて、日本の当時の 2009 年～ 2010 年の一般
社会にどのように適応していくのかということで、就任半年後 2010 年の 2 月
に「友愛公共フォーラム」を立ち上げさせていただきました。5 回にわたる
非常に濃密な議論が行われそこからいろいろなインスピレーションをもらい、
NPO で活動している若い人たちあるいは地域活動をしている人たちにも伝播
して非常に順調にいっていたわけですが、大変残念ながら 2011 年 3 月 11 日
に震災がありました。その 1 週間前くらいに第 5 回をやっていて、第 6 回目
はいよいよというところで、震災によって、その後は私は震災の復旧復興対応
に 200％専念集中するということで、この活動は一旦終了していますが、この
ような熟議や公共ということを日本で必要不可欠な活動および活動拠点として、
熟議あるいは公共のメッカとしての千葉大の活動やお仕事があるということで
す。千葉大学公共哲学センターの話はこれから先生方にたくさん聞けると思い
ますので、それは後の講義及び公共学会の活動に譲りたいと思います。
「黒ペンを握る」
　今日は臨床チームのわれわれの活動を主としてしますが、私が助教授のとき
の教授が金子郁容教授でして、慶應大学の湘南藤沢キャンパスにネットコムや
VCOM という社会活動を支援する研究室があります。そこで 1999 年よりコ
ミュニティ・スクール運動というものを構想し展開してまいりました。コミュ
ニティ・スクール構想という本を岩波から 2000 年に出版し、またそのエッセ
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ンスの内容を政府の教育改革国民会議の提言のひとつ、当時 17 の提言という
ものがありましたが、16 の提言は文部科学省の事務方のドラフティングでし
たが、コミュニティ・スクールだけは金子研のわれわれが筆を執ってそれを草
稿しました。私はよく黒ペン赤ペン論ということを言っていまして、つまり何
を言いたいかというと、白地の原稿用紙にまさに黒ペンを執って原案を書く。
これを黒ペンを握ると言っています。その示された原案に対してさまざまな人
たちが加筆修正を加える、これを赤ペンと言っていますが、日本の審議会とい
うシステムを政治学の授業などで学んでいると思いますが、審議会の委員は、
学識経験者あるいはさまざまな現場の利益代表から構成され、広くそうした人
たちの意見集約を本来は熟議を行うための仕掛け・仕組みが審議会で、まさに
審議ですから審らかに議論する会だったはずです。
　しかしながらその実態は、通常審議会は 2 時間くらい開かれますが、もちろ
ん分科会や小委員会などいろいろな例外もありますが、中央教育審議会ともな
れば何十人も委員がいて、そこで行われる実態は初めに事務局と称される役所
の担当課から短くても 30 分長いときは 1 時間議論のための資料の説明がなさ
れ、それに対して残りの 1 時間ほど、委員がそれについてのコメントを寄せる。
例えば委員が 30 人いると 60 分を 30 で割るので 2 分です、2 時間ずっと座っ
て謝金をもらい、たいした発言もしないで帰る人も半分くらいいて、話す人も
せいぜい 5 分で、2 回話すと少し「ん？」とか言われて 3 回話そうとすると制
止されるので、なかなかそこでかみ合った議論が行われるわけではありません。
20 世紀型問題解決の限界
　もちろんこの審議会というものがあることによって、事務局と審議会委員の
個別のさまざまな意見調整は行われているので、審議会の形骸化だけを指摘し
たいわけではないですが、しかしながら、ホストコンピュータ的コミュニケー
ション構造といいましょうか、要するにメインコンピュータがいてそれがいろ
いろなクライアントとコミュニケーションをしています。何が言いたいかとい
うと、いわゆる審議会委員同士のデリバレーションはあまりなく、セントラル
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コンピューティング型のコミュニケーションが行われています。こうなると
コミュニケーション構造として圧倒的にホストコンピュータが優位であり、コ
ミュニケーション上のイニシアチブ主導権を握っている。
　これは 20 世紀には非常にワークしました。ある意味では基本的には世の中
の問題・関心はまず社会資源をトータルとして増やす、あとはその配分をめぐっ
てたくさん配分してもらった人とほどほどに配分してもらった人と少々配分し
てもらった人、基本的にはどのグループも増えます。増え方に差がある。あと
はその程度の調整をする。このようにわりと一次元的というか二次元的な問題
調整でした。よく政治の世界では足して二で割るという言い方をしますが、そ
れぞれのステークホルダーの主張をまずは聞いて、そしてそれをその問題、必
要性に応じて配分していく。その調整をまさにホストコンピュータがきちん
と評価してそこに配分していけばいいというのが 20 世紀型の問題解決でした。
中央に審議会を設けて行っていく方針は、ある意味では有効に機能していたと
言えるでしょう。しかしもちろんその中でも非経済的なイシューは見逃され、
あるいはなかなか政策のアジェンダに上がりませんでした。原発問題の経済性
だけの議論は非常に議論の積み重ねがあったが、非経済的な問題はわが国の政
策決定の遡上に上がりづらかった。あるいは上がってこなかったということが
このような構造に反映されていると思います。
「熟議の審議会」へ
　中央審議会方式の構造改革をしなくてはいけない、という問題意識をわれわ
れは非常に強く持っていまして、その際にはやはり本来の審議会機能を復活さ
せる、復活とはかつてあったものを戻すことを復活というので、それがあった
かどうかということはありますが、本来の審議会にしようではないか、という
こと。金子先生は当時学校経営の主査を務めていましたから、主査は主査の案
を出すわけです。それを人に書いてもらうのはおかしいということで、私と金
子先生とで一生懸命黒ペンを持ってこのドラフティングをしました。その意味
では戦後のどさくさ時期は知りませんが、少なくとも 55 年体制以後 1999 年
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まではそのような事案はなかったといえます。私は 2009 年に文部科学副大臣
になりましたが、この審議会の構造を変えたいと思っていました。審議会の委
員はそれぞれ非常に現場経験ないし学識があるわけです。審議会委員の知見や
学識を否定しているわけでは全くありません。
　しかしその会議の持ち方、ミーティングマネージメントに問題があると、私
はどのようにしたかというと、例えば 30 人いるとすると 30 人を一度に集め
てやるからいけないのであって、毎回マックス 5 人にして 2 時間、通常は 3
人のパターンが多かったですが、20 分ずつきちんとその人の主張を聞く、20
分×3 人審議会にお呼びしているわけですから、その人たちの知恵を引き出
すだけ引き出さないともったいないわけです。4 人の場合は 15分×4 人になる。
残りの時間でわれわれはそのプレゼンテーションに対して更にいろいろと深堀
をするとか、あるいは来ていただいた委員同士あるいはわれわれも入って議論
を深める。このことをしっかりと記録に残してその人たちのエッセンスを全て
吸収するということでやれば 4×5 で 20 人の意見がきちんと聞ける、このよ
うな方式やあるいは私は熟議民主主義のコンセプトを実装した熟議ワークとい
うメソッドを考案し開発し、既に日本でおそらく1000を超える現場で熟議ワー
クをやってきました。
　熟議ワークには細かいテクニックがいろいろと盛り込まれていて、時間があ
れば内容についてもう少しお話しますが、「会議の科学」という科研費を取っ
た研究があり、一言で言うと 20 人を超える会議は消極的な賛同を獲得するこ
とには資するけれども、いわゆる実質的な熟議には資さない、このようなエッ
センスです。そして 7 人±1 くらいになると、まさに会議が会議としていろ
いろな人たちの知恵や経験・知見を集め、そして高める。私の熟議ワークは必
ず 1 テーブル 7 人±1、最悪でも 10 人以下ということにします。
　私はかつて 700 人とか 800 人の熟議をやったことがありますが、そのとき
にも 7×120 テーブル作る方法をします。このことを審議会でもやりました。
そうすると 7 人× 4 テーブルくらいできるわけです。そうすると 2 時間それ
だけの人たちなのでものすごく議論するわけです。審議会の委員の人たちも非
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常に満足感や達成感があって帰っていただいていた覚えがあります。そのよう
な非常に些細な話をしているように聞こえるかもしれないですが、中央審議改
革あるいは審議改革といったところでも非常に大きな議論はありますが、その
ように少し変えるだけでもまさに黒ペンのありかをどうするか、このような視
点だけから直すだけでも意味があるということを申し上げたかった。
民主党政権下における熟議の試み
　もうひとつの流れは 2010 年の夏から秋にかけて、2011 年の予算編成に向
けた政策コンテストというものをやりました。当時の古川国家戦略室長（途中
で国務大臣になりますが）が責任者として途中から内閣官房副長官も出られ、
私がアイデアを提供するかたちで政策コンテストを実施しました。これは来年
度の新予算要望が各省庁から財務省に提出されるわけですが、それについてイ
ンターネット及び FAX で市民国民のみなさんからそれぞれに、このような予
算をつけるべきだとかこのような予算はつけるべきではないとかかなり自由記
述のコメントをもらって、ある種のコンテストにさらすことをしました。
　これをやったところ 33 万通のコメント数が来まして、しかもそのコメント
は A4 で 1 枚分くらいぎっしりと書かれたコメントが 33 万通来ました。いわ
ゆるやらせ・動員のコメントではない、しかもそのときに非常に驚いたのは、
33 万通の半分が 10 代、20 代、30 代から寄せられていた。いわゆる政治的無
関心と言われているそうした若年層、しかも選挙権もない 10 代も含めてその
ようなものが寄せられたのです。
　実は民主党政権は 2009 年に政権に就きますが、2010 年の予算で文部科学
省予算が国土交通省予算に並びます。そして 2011 年度予算で戦後初めて文部
科学省予算が国土交通省予算を上回る、まさに「コンクリートから人へ」を
実現したわけです。2010 年度予算はマニフェストの存在と高い民主党の支持
率が後押しになったが、2011 年においては率直に申し上げて鳩山さんの辞任、
急速な支持率の低下ということでマニフェストに対する揺らぎ、信頼に対する
揺らぎがありました。また、鳩山政権においては、成長戦略といういわゆる物
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質的価値の増大のみを政治の課題とする事から卒業していこうという明確な意
思表示がありましたけれども、菅政権になってからは当時の読売新聞をはじ
め、民主党政権は成長戦略がないと批判されそのことで非常に菅総理が気にさ
れ、再び成長戦略を作るということになります。そのような中でいわゆる経済
的な波及効果というものがなかなか数値化しづらい教育や医療といったものに
対する資源配分が非常に困難な局面を迎えたわけですが、この政策コンテスト
をやったことによって文部科学省予算が国土交通省予算を上回るという、戦後
の財政政策史上非常に画期的なことができた、その裏づけとなったのが政策コ
ンテストです。
熟議して投票する
　それからもうひとつデリバレーション熟議民主主義というのは非常に広範な
広い概念ですが、そのひとつのメソッド・手法としてデリバレイティブ・ポー
リング、DP（編集注：熟議投票）と言われますが、そういった流れがあります。
これはスタンフォード大学にセンター・フォー・デリバレイティブ・デモクラ
シ （ーCDD）というセンターがあり、そこの主任教授のフィシュキン（Fishkin）
教授らが推進してきている手法です。デリバレイティング・ポーリングは、ト
レードマークもとってあり、さすがアメリカスタンフォードという感じですが、
ラスキン（Luskin）教授らと推進している運動です。これを私の SFC のとき
の先輩教授で曽根教授が長くフィシュキン、ラスキン両教授と付き合いがあり、
私が助教授をやっていた頃からこのフィシュキン、ラスキン教授をご紹介いた
だいき、曽根さんは 20 年来の交流があり、日本でも何とか DP をやりたいと
いうお話がありました。実は私は 1992 年から 1 年間シドニー大学の客員研究
員をやっていまして、当時は APEC などの仕事が中心でしたが、オーストラ
リアにおいては、DP の動きがありなかなかおもしろいと思っていたという経
験があり、隣の隣の研究室の曽根先生がやっておられたので、こうした動きに
も少し関わらせていただきました。
　私が副大臣になりましたので、この DP を政策形成過程にどこまで適応でき
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るか挑戦してみようということで科研費をつけたかたちで年金 DP を慶応大学
で、BSE（問題の DP）を北海道大学で行いました。これは 2009 年 2010 年
から準備をしていましたが、それをやっていたときに、残念なことに震災が
起こってしまいました。そのときに古川国家戦略担当大臣がこの DP をエネル
ギー環境の選択肢に関わる DP 実行委員会を立ち上げて、今後のエネルギー政
策を、DP を参考にしてやってみようとイニシアチブを執られました。
　もちろん最初の DP でしたから、その制度、そのやり方、その是非等々に関
してはいろいろな議論がありました。1 回目ということもあり苦労した部分も
ありましたが、しかし少なくともそうしたこれまで非常に閉じた空間で行われ
ていたエネルギー政策にこうした手法が一部分とはいえ導入されたことはひと
つの事実として申し上げておきたいと思います。今日お話したいポイントとし
てはそのようなことです。
マス・メディアの問題
　改めてもう少し念を押させていただきたいと思いますが、なぜ熟議なのか、
日本政治の問題解決能力の危機と掲げました。冒頭で申し上げましたようにメ
ディアに翻弄されている日本政治、この背景としてこれも今に始まったことで
はありません。
　ハンナ・アーレントという政治哲学者がいます。戦前ドイツ生まれのユダヤ
人で戦後アメリカに亡命しますが、『全体主義の起源』とか『エルサレムのア
イヒマン』など。去年ハンナ・アーレントの映画がありまして、例えば全体主
義の起源で何を言おうとしているかというと、ハンナ・アーレントは、ナチス、
ヒットラーはワイマール憲法という民主主義枠組みの中で、そこそこできの
いい憲法、括弧付ですが全て合法いわゆる選挙を経てああした政権ができてし
まった。それはなぜなのかということを徹底的に考えたのがハンナ・アーレン
トです。有権者が持っている情念やルサンチマンあるいは不満・不安、こうし
たものを刺激し続けると非常に高支持率が取れる。それを当時はまさにゲッペ
ルスとナチスの情報宣伝省がこの第一次世界大戦で経済的にも社会的にも非常
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に困窮したドイツに対してノールサンチマン、ユダヤ人が全て悪いという言説
を悪用することによって、高い支持を得たわけです。
　その構造は今も色濃く残っていて、特にこの現象は 2000 年以降強まってい
ると思います。その背景にはいろいろなことがあります。世の中であまり言わ
れていないことだけ言いますと、テレビの経営状態が悪化してからテレビの視
聴率狙いがより強まっているということがあります。一方で政治家・政党もテ
レビの見出しを取ることに非常に執心しています。逆に言えば、いったんメディ
アの話題で見出しが取れてしまうと、その後急速に残念ながら政治家・政党は
その問題に対する熱意を失うという大変残念な状況が見て取れるが、あとは凡
庸な文章とトークを繰り返すだけでおよそ熟議によって抱えている問題を解決
するには程遠いということがあります。
選挙とメディア政治
　もうひとつ申し上げたいのは、20 世紀までは明らかに選挙は業界リーク誘
導型の選挙で、中選挙区で行われていたわけですが、これがテレポリティクス、
テレビ政治というものが台頭していく中で、官邸中心のメディア政治イメージ
戦略にどんどんなっていきます。小泉純一郎総理はまさにこのメディア政治の
天才でありましたが、いちばん初めにメディア政治、テレビ政治と言われるも
のに手をつけたのは菅直人厚生労働大臣だったとも言っていいと思います。有
権者の変容がそこにありますが、ひとつ大きいのは小選挙区制の導入というこ
とと、もうひとつは利益配分共同体から離脱し、何を言っているかと言うと、
現役の時代は何らか例えば建設業の社員だったり、あるいはそこから仕事をも
らっている請負業者であったり、あるいは農協の関係者だったり、そのような
まさに政官の癒着構造の利益配分共同体の一員あるいはその末端の人たちが動
員され、そうした選挙が行われていたわけです。しかしそのような方々の多く
は高齢化に伴い、現役を卒業して年金受給者になりました。
　そうしますと、それまでのいわゆる仕事の付き合いは極めて希薄化し高齢化
しますので、家に閉じこもることになるわけです。よく世の中では地方は地方
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の人的繋がりがあって都会はないというような言い方・伝説がありますが、今
現在はむしろ地方の方が地域社会も崩壊し、そして生身のフェイス・トゥ・フェ
イスのコミュニケーションから離脱しているという現象がいくつかの統計デー
タがあります。もう地方にはローカルコミュニティは残っていない。
　私は山口県の県庁に勤務したことがありますが、県内移動、もっと言うと県
内のいわゆる県庁所在地または中核都市に同じ県の中山間地域から移住をして
いるという状況があります。例えば山口県で言えば、山口市や宇部市です、ま
さに中山間地域からの移動、そこには小ぶりのニュータウンができています。
そうすると東京のど真ん中以上に、むしろ東京のど真ん中の方が下町などは親
子三代という人も多少いたりします。実は地方都市においても地域コミュニ
ティの崩壊、あるいはコミュニティだけでなくそれに繋がるいわゆる会社・組
織からの離脱があります。そうすると年金受給者の方々は一日ずっとテレビ
ばっかり見ているわけです。このことがいわゆるみのもんた政治と言われてい
る、みのもんたさんの一言で大きなインパクトを持つという背景にあります。
当事者意識の乏しさ
　それからもうひとつは、21 世紀に入り非正規労働者比率の圧倒的な増加が
あります。正規労働であれば利益配分共同体の一員として構成されるわけです
が、非正規になってしまうとそうした利益配分共同体の分け前には預かれない
人たちが増えてくるということです。しかしそのやりどころがない。そのこと
が先ほど申し上げたルサンチマンを増大させることにも繋がってきます。さら
に言えば、本当は政治は税金を払い何らかの公的サービスあるいは公的給付を
受けることですから、先ほど社会資源は薄くなっているとは言いましたが、社
会資源の調達と配分ということは、全ての有権者が何らかの利害関係者のはず
です。しかしそのことになかなか気がつかない、利害感覚あるいは当事者意識
というものが乏しい人が支持なし層として増大していき、しかも小選挙区です
からその層がキャスティングボードを握ることになります。
　そうすると利害者意識や当事者意識が乏しい支持なし層にどのようなメッ
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セージを訴求させるかが選挙の行方を握ることになる。そのような中で選挙構
造が変わってきている、だからこそ熟議が必要だということを申し上げたいわ
けですが、そのような反社会的ではなく脱社会的存在が増えて、そのことを田
村哲樹さんは脱社会的な存在が増えているといい、その人たちに社会的な基盤
をもう一度築く必要があるのではないかということです。
　ほぼ同じことですが、政治をめぐる言論空間は常に視聴率重視のセンセー
ショナルなアジェンダ設定ということになります。今も小学校 4 年生に成り
すました大学生のことでメディアが大騒ぎしていますが、消費税議論が吹っ飛
んでいる。まさにそうしたセンセーショナルなアジェンダ設定。それから政治
家は何か問題解決のために議論をするよりもむしろポジション・トークを続け
る。そこに合意や妥協などを見出そうとするインセンティブもなく、そうした
意志もない。そして記号消費ということに終始しています。
　これはボードリヤールという人が言っている概念ですが、人々が情報の単な
る消費者になっている、それを消費してしまえば後は関心を失うということに
なっていく。そうすると本来は立法や予算の再配分などが政治政策の仕事です
が、しかし選挙がそれと全く切り離されたものになってしまう。例えばこのこ
とも実は今に始まった話ではなく、リップマンという人が 1922 年に『世論』
という本を書いていますが、メディア・ジャーナリズムは本来世の中に蔓延し
ているステレオタイプを、要するに間違ったステレオタイプを修正する、正す
のがジャーナリズムの本来の仕事であるにもかかわらず、商業メディアは世の
中に蔓延しているステレオタイプを悪用して自らの発行部数を増やす、このこ
とが大衆民主主義の危機だということを 1922 年にリップマンは言っています。
　あるいは 1960 年にユルゲン・ハーバーマスという人が『公共性の構造転換』
という本を書いていますが、これをよく読むと重要政策論争をしかし大衆民主
主義下におけるメディアはすぐに人物スキャンダルに摺りかえてしまう。例え
ば消費税の問題も、いつの間にか親小沢対反小沢議論に変わってしまう。深い
議論をしているにもかかわらず、そうなってしまう。改めて、古典はすごいと
思いますが、古くて新しい話が今も続いているのです。
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本来の役割を果たさないマス・メディア
　佐々木俊尚さんという方が面白いことを言っていて、メディアのマイノリ
ティー憑依ということを『当事者の時代』という中に書いていますが、メディ
アはそれが正義であるか正義でないか、善であるか悪であるかを全く評価しな
いままとにかくマイノリティーに憑依してその背中を押すことになっています。
最近朝日新聞の問題が露呈しましたが、まさにステレオタイプに引っ張られた
報道をしており、それに合う材料だけをチョイスして、場合によっては捏造し
て。ただ、私はさまざまなメディアからさまざまな取材を受けてきましたが、
朝日よりひどい報道社もいくらでもあります。一度も取材をしないにもかかわ
らず文部省幹部がこのようなことを言っていると書いてしまう。1 年中書き続
けた某新聞もあり、その新聞のことをわれわれは○○小説と言っていましたが、
それが残念ながら実態です。
　政治家のポジション ･トークのところは実は代議制の限界、あるいは選挙支
援組織との貸し借りなど、ポジション・トークをし続けることによって固有の
支持層がそれだけで喜びます。要するにいい政策を作る、いい解決を見出すた
めに議論しているのではなく、支持政党に存在意義を示すためのポジション ･
トークを繰り返す。それに支持層がわく。これもまさに典型的な記号消費です。
あるいは不祥事、もちろんメディアの不祥事報道や批判は民主主義にとって極
めて大事ですが、メディアは何かシステム改革再発予防をするというよりも首
を取る、要するに誰かが辞める。大変残念ながら STAP 細胞では笹井さんと
いう極めて有能な人材が自らの命を絶たれたわけですが、あの笹井さんが自殺
された後では、リサーチインテグリティー、研究倫理のシステム改革について
メディアはアジェンダ設定をなぜし続けないのかということを以ってしてもこ
の現象は続いている。まさに熟議によって真に現場が望むアジェンダをきちん
と設定する必要があるのです。
報道されなかった高等教育無償化
　ひとつ例を挙げますと、私はライフワークとして学習権の充実ということで
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やってきました。国際人権規約というものがあります。日本は 1979 年に批准
していますが、13 条の 2 項の B と C これは中等教育・高等教育の無償化条文
です。中等教育とは中学校と高校、そして高等教育とは大学以上のことを言い
ますが、なんと日本は 79 年に国際人権規約に批准したときにこの 13 条につ
いては批准を留保しています。要するに 13 条以外は批准するが、13 条には批
准しなかった。国連加盟国の多くが批准していて多くの批准国は残念ながら
13 条を留保しているのはマダガスカルとグアムと日本、この状況がずっと続
いています。私は議員になった初めの国会での質問で、この留保を撤回すべき
であるということを政治活動いちばん初めの問題点とさせてもいました。まさ
に私のライフワークです。このライフワークを文部科学副大臣になり高校無償
化法案によって中等教育の無償化という実態をつくり、また大学生の希望者全
員に奨学金制度をほぼ実現しました。授業料免除の倍増、あるいは所得連動型
奨学金、要するに所得が一定以上に達するまではずっと返さなくていいという
奨学金の制度の創設などをしました。
　こうしたことを受けて、2012 年に当時私はちょうどお役を終えた直後で、
手はずを整え今度は与党の党側の政策副会長と教育問題の責任者になったわけ
ですが、批准留保撤回の閣議決定をしました。当然これだけのことをしていま
すから国連は即時受理し、わが国はこの 13 条を批准留保しているという非常
に不名誉な事態を 1979 年から 2009 年まで 30 年続け、批准撤回までには 32
年かかりましたが、ついに脱しました。
　私はその次の日の新聞を非常に楽しみにしていましたところ、赤旗はちなみ
に一面トップで書いていましたが、朝日新聞が小さな記事を書いただけで、そ
れ以外のメディアは全く無視でした。それくらい社会正義の実現、要するに国
連加盟国のミニマムリクワイメントである国際人権規約の大きな出来事に対し
て全く無関心というのがわが国のメディアの現状だということを思い知りまし
た。その後第二次安倍内閣が誕生し、2014 年 4 月に公立高校授業料徴収の再
開がされています。これに国際人権規約に照らすとグレーですがしかし、その
ことがメディアで問題にされているところを私は見ていません。このようなこ
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とからも熟議は非常に重要だと思っています。
熟議でコミュニティをつくる
　コミュニケーション不全の問題を先ほどから言っていますが、その中で結局
コミュニティソリューションが重要になってきますが、しかしコミュニティソ
リューションは、まずコミュニティとはコミュニケーションが継続された結果
コミュニティが構成されるのであって、ある日突然コミュニティができるわけ
ではない。そこが会社と違う点です。会社はある日突然できます。資本金があっ
て登記すれば会社はできるわけです。あるいはガバメントソリューション、あ
る日突然議員になったりするわけですが、コミュニティは形式やシステムがな
いので、その意味で非常に有効なコミュニケーションです。まさに名ばかりコ
ミュニティソリューションではなく実質化させるための準備が必要です。
　熟議によってコミュニティが形成され、コミュニティメンバー間の信頼が構
成され、ソーシャルキャピタルが増えるという言い方をします。そのことによっ
て問題の複雑性、つまり経済的な価値以外のさまざまな輻輳する価値観の中で、
問題が悪循環に陥っていることを可視化する。問題解決のためには好循環を創
出しなければいけないということをみんなが学習し、そしてそれぞれの人が連
動してシンクロナイズすれば好循環が生めるかもしれない。このようなことを
醸成するのが熟議です。犯人探しをしても仕方がない、別に悪人がいるわけで
はなく、それぞれが置かれた環境の中でみんなが最適行動をとっています。
　しかしそれが全体として合成の誤謬あるいは悪循環になっていることが多い。
もちろん確信的犯的な悪もゼロではないですが、多くはそうではない。結局社
会問題が板ばさみ構造になっていて、そのことを熟議を通じて社会的に学習し、
そして関係当事者の選好、要するに何が大事だと思うかを変容して、そして多
くは脱社会的記号消費者になっている人たちにもう一度自分も当事者であるこ
とを認識してもらう。さらに言えば、私はアイデンティティーズということを
言っていまして、複数の当事者性です。結局問題は敵対するステークホルダー
がいるわけではなく、実はひとりひとりの個人の中にさまざまな当事者、納税
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者としての自分、あるいは医療であれば医療提供者としての自分、あるいは医
療を受ける受給者としての自分、さまざまな自分がいる。実はさまざまな自分
の中のコンフリクト、トレードオフだったりするわけです。
　そのことによって、まさに社会的連帯ということを再認識することで、この
問題の解決の基盤ができるわけです。そうした埋もれていた多様な関係性の発
見、発掘評価、社会的基盤が醸成され、多様な他者の観点の獲得、そして政治
とは決して政治ショーではなく、まさにユルゲン ･ハーバーマスが『公共性の
構造転換』で書いていましたが、大衆民主主義下におけるメディアが介入する
と選挙は見世物セクターになる。これもまさに古典は言い当てているというこ
とです。政治学者の数だけ政治の定義がありますが、本来さまざまな価値が競
合し、いずれも重要な価値が競合し価値と価値の間の板ばさみの状況がいろい
ろな問題の現場にはあります。それを、熟議を通じてその板ばさみ状況を理解
し、それに対する何らかの改善を試みるのが政治、あるいはどれも重要な価値
だがその現場や TPO に応じてあえて優先順位をつける、それは完璧な解では
ないことを承知の上で優先順位をつける、それが政治というものだと思ってい
ます。
「失われた 20年」？
　今の政治はどうでしょうか、若い人の持つ政治の印象とは、汚い、汚職の同
語という認識しかないと思います。もちろん日本の多くの政治家の現状がそう
であることを私は全く否定しませんが、しかし今の日本の政治についての批判
をいくらしてもいいですが、政治はそれ自体大事です。まさに拮抗する価値に
対して価値選択をする、このような営みは大事であることを理解し、またその
ことによって民主主義の基盤ができると思っています。まさにこうした熟議に
よって公共が再構築され、これはまさに友愛公共フォーラムの理論的サポート、
あるいは松井孝治官房副長官の新しい公共になってきているわけです。これは
同じことになりますが、結局今の世の中に不安によるプロモーションが蔓延し
ています。こうした不安に対峙していくためにも熟議が非常に重要であるとい
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うことです。
　例えば失われた 20 年という話がありますが、この原因は誰だとみなさんは
思いますか。これは政治の欠陥だという定説がはびこっていると思いますが、
経済学あるいは経済理論を多少勉強された方はご存知だと思いますが、経済成
長は人口の増とイノベーションの関数です。日本経済が低迷している最大の理
由は人口減少、だから他国並みの成長率をしようと思ったら他国を上回るイノ
ベーションをしなければいけない。しかしこのグローバル経済化の中で、日本
だけが他国に突出してイノベイティブであることはなかなか難しい。しかも日
本はそれだけのイノベーション、人材に投資していないですから、原因は、政
策の失敗でもなんでもなく人口減少です。しかしそのような主張はほとんどな
い。いたずらに先行き不透明感や不安があおられている。これを解消するには
表面的にはバブらせるしかありません。それでそういうことになってしまって
いる。
　一方で国連大学がおもしろい調査をしています。IWI という Inclusive 
wealth index（編集注：包括的富指標）という指標です。これは国連大学と
UNDP（編集注：国連開発計画）が生産資本、人的資本、自然資本この 3 つ
の軸で 1990 年から 2010 年の 20 年間でどうなったかということを計算して
います。これはいろいろなことを前提に置いています。したがってまだ精度と
しては十分ではないですが、それによると人的資本と自然資本、生産資本の 3
つともプラスになったのは日本だけです。中国は生産資本が非常に増えていま
す、しかしその一方で自然資本を減少させ、人的資本はやや増ですが、その意
味で非常に爬行的な成長をしている。そのレポートでは一言で言うと要するに
日本に見習うように書いてある。あるいは生産資本、人的資本、自然資本、こ
の IWI で測定したら日本はなおアメリカについで世界第二位の資産を持った
国であり、中国のアセットの倍あるという計算もあります。サステナブル・ディ
ベロップメントの観点からすれば「日本に見習え」です。それにもかかわらず
そのような定説はメディアや政治の言論ではほぼ出てこず、結局日本は不安だ
という話になっている。
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　そのような中で、非常に遠くでなされる非常に複雑でシステムがフリーズし
ている中ではなく、やはりもう少しダウンサイズして一般解、普遍解がなくて
も現場の当事者の熟議で個別解、暫定解の発展と実現を目指すことで問題が少
しずつ改善されている実感を得て、不安から自己肯定感、自尊感情を得るよう
に変えていくためにも熟議が必要だと思います。熟議民主主義についてはいろ
いろなことが言われていて、今日申し上げたようなことですが、時間がないの
で飛ばします。サンデルなども、コミュニティの衰退や自治の喪失などを指摘
しています。チャールズ･テイラーなども多文化的公共世界観や対話する自己・
承認の政治というような唯一無二のかけがえのないひとりひとりの存在によっ
て構成されるコミュニティというものが非常に重要であると言っています。
コミュニティ・スクール
　あとは実践例を紹介します、コミュニティ・スクールです。コミュニティソ
リューションという概念を 1998 年に出版の『ボランタリー経済の誕生』で出
しました。これを教育現場にあてはめてみるとどうなるのかというのがコミュ
ニティ・スクールです。まさに熟議を支える当事者性を持った市民の育成を、
いちばん身近な公共としての小学校・中学校から再構築していこうということ
がこの狙いです。
　98 年に『ボランタリー経済の誕生』でコミュニティソリューションの概念
を発表し、2000 年にコミュニティ・スクールの構想を出しました。それが政
府の教育改革推進会議の提案の中に盛り込まれ、そして 2002 年私が当選した
翌年から文部省のモデル事業として全国 7 ヶ所でコミュニティ・スクールを
やりました。その実践がそれぞれ有意義な成果を収めたので 2004 年から地方
教育行政法が改定になりコミュニティ・スクールが導入され、今では 1919 校
がコミュニティ・スクールになっている。あるいは地域ボランティアが学校を
支援するという意味での学校支援地域本部、コミュニティ・スクールの場合は
市民が入った学校理事会というものが構成され、その理事長が市民から選ばれ
る。ここまでくるとフルスペック・コミュニティ・スクールですが、その前段
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階としての学校地域支援本部は 3500 校で、放課後と土日だけですが市民が主
体となり子供たちをケアするという放課後子ども教室が今や 1 万校、このよう
なところでボランティアとして活躍される人の数は600万人という実態になっ
ています。
　2000 年の段階で PTA でもない学生や地域の方々が学校に入っていったらそ
れは不審者扱いされたわけですが、今現在はこの 600 万人のボランティアな
くして学校活動ができないという実態にまで育ってきています。教育基本法に
定められた教育振興基本計画においてもコミュニティ・スクールを 3000 校に
拡大することが盛り込まれています。私は地方教育行政法の夏の改正を 100％
支持するわけではないですが、しかし少なくともコミュニティ・スクールの
リーダーが市町村の教育委員会、あるいは自治体が主催する総合教育会議へ参
加する可能性はかなり増えてくると思っています。そのようなかたちで使われ
ていったらいいと思います。
　これは学校の話ですが、公民館熟議をやりました。288 ヶ所で行われ、今で
も文科省と関係なくやられている。あるいはシチズンシップ教育ということ
で子供の熟議、中学生熟議が始まっています。熟議カケアイ、これは 2009 年
に文部科学省においてリアル熟議とネット熟議でいろいろな政策決定を行っ
ていこうということで、文部省の職員が参加したものだけで 2011 年度 80 回、
2012 年度 40 回でした、震災が起きてしまったのである程度制限されました。
ネット熟議では 24 のテーマで議論がなされ、15000 件の意見が述べられ 200
万人を超える人がネットを見ていた。テーマは教員の資質や情報化などいろい
ろなテーマがありました。
　研究者にとって非常に重要なのが、年度末の予算消化を解消する科研費の一
部基金化。この提案は完全に若手研究者の熟議から出来上がったものですが、
この熟議カケアイがなければ未だに科研費の年度末消化は続いていた。学生は
何の話かよく分からないと思いますが、研究者の方は非常によく分かると思い
ます。
30
熟議をめぐる政治と政策
熟議の政策形成に向けて
　それから政策コンテスト、先ほども申し上げたとおりです。古川大臣がや
られてパブリックコメントを求めました。36 万通のコメントが寄せられ多く
の文部省関連がこれによってサポートされたということです。DP 討論型世論
調査、1994 年からアメリカ人のフィッシン & ラスキンが英国で行い、今や世
界中で行われています。こうした動きは民主党政権の消滅と共にいったん中
止・消滅してしまっているのが現状です。そこでどのようにこの熟議政治を
再挑戦するかといいますと、今政策シンクネットというものをやっています。
Evidence based policy making ではなく、残念ながら日本は Power based 
policy making です。あるいは Image based policy making という要素が非常
に強い。それをきちんとエビデンスに基づいたものにする。そこに大学が社会
のシンクタンクとしての機能を発揮すべきではないかということです。
　大学がプラットフォームとなり現場の実務、政策担当者が協働して、オープ
ンな政策議論がされるべきではないかと思っていて、政策シンクネットで検索
していただければ、東大の政策ビジョンセンターと慶應大学の SFC 研究所が
中心になりシンクネットを立ち上げているのを見ることができます。今は大学
や医療などについてやっていますが、これから広げていき、日本中の社会科学
系の大学人がネットワークしていけばいいのではないかと思います。
　それから Evidence based policy making の話で言いますと、私が副大臣時
代に科学技術イノベーション開発の科学というものを提唱しました。ぜひ今日
の若いみなさんに期待したいのは、やはり熟議のためのメディアが非常に必要
だと思います。ソーシャルメディアという言葉がありますが、これはソーシャ
ルデジタルメディアだけを言うものではないということをいつも言っています。
ソーシャルアナログメディア、ソーシャルメディアというのは私の理解ではコ
マーシャルメディアではない、いわゆるコマーシャル動機で成り立っている今
の商業メディアではなく、まさに社会をよくする、あるいは社会の問題をより
深く理解する、そのような社会的まさに公共善、共通善を目指すというモティ
ベーションによって作られているソーシャルメディアがわが国には必要だとい
31
千葉大学　公共研究　第 11 巻第１号（2015 年３月）
うことで、ぜひ若い人たちがこうしたことに立ち上がってほしいと思います。
　それから今私がいるところではリーディング大学院オールラウンド型という
プログラムを実施していますが、熟議を担う人材育成をしていかなくてはいけ
ない。ぜひ千葉大学公共哲学センターからも熟議をファシリテートする、ある
いは熟議ワークをプロデュースできるような人材にみなさん育っていただけ
るとわれわれとコラボレーションができると思います。少し長くなりましたが、
私からの講演はこの辺にして、残りの時間はみなさんとの時間にしたいと思い
ます。ご清聴まことにありがとうございました。
